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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので「連結経営指標等」については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第45期中、第45期及び第46期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

４．平成16年11月19日付で、株式１株を1.5株に分割しております。 

回次 第45期中 第46期中 第47期中 第45期 第46期 

会計期間 

自平成15年 
５月21日 
至平成15年 
11月20日 

自平成16年
５月21日 
至平成16年 
11月20日 

自平成17年
５月21日 
至平成17年 
11月20日 

自平成15年 
５月21日 
至平成16年 
５月20日 

自平成16年
５月21日 
至平成17年 
５月20日 

売上高 千円 5,178,421 6,192,728 9,531,592 11,413,274 15,151,629

経常利益 千円 173,862 364,074 1,242,733 457,569 1,338,125

中間（当期）純利益 
（又は中間純損失（△）） 

千円 155,918 △198,206 280,656 246,914 324,875

持分法を適用した場合の投
資利益 

千円 － － － － －

資本金 千円 2,578,523 2,578,523 2,578,523 2,578,523 2,578,523

発行済株式総数 株 10,666,771 16,000,156 16,000,156 10,666,771 16,000,156

純資産額 千円 16,898,667 16,446,577 16,198,003 16,822,567 15,978,335

総資産額 千円 20,398,663 21,751,037 24,025,423 21,241,731 22,525,921

１株当たり純資産額 円 1,624.83 1,054.27 1,087.98 1,617.53 1,068.81

１株当たり中間（当期）純
利益（又は中間純損失
（△）） 

円 14.85 △12.71 18.85 23.63 17.15

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

円 － － 18.67 － 17.09

１株当たり中間（年間）配
当額 

円 20.00 13.50 18.00 40.00 32.00

自己資本比率 ％ 82.8 75.6 67.4 79.2 70.9

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

千円 △21,455 907,009 1,371,085 1,197,117 1,246,167

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

千円 △528,703 △407,643 77,581 △91,696 △523,327

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

千円 △442,587 △208,205 △284,518 △650,692 △1,358,258

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

千円 2,288,674 4,027,309 4,264,878 3,736,149 3,100,730

従業員数 人 252 261 294 286 297



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人数であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社には労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好に推移しております。 

  

  

 平成17年11月20日現在

従業員数（人） 294 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油・素材価格が高騰したものの、企業業績の改善や、個人消費の伸張を背景に緩

やかながらも回復傾向を示しました。 

このような経済環境のもと、当社にとって、13年前から継続してまいりましたセキュリティセミナー等の開催および積極的

なコンサルティングを含む啓蒙活動（名称：ＭＵＳＥ）と、平成17年４月１日より完全施行された「個人情報保護法」とが結

びつき、一段と個人及び企業の情報セキュリティに対する意識が高まり、主力のシュレッダー需要が大幅に拡大されました。 

また、前期末より取り組んできました中小型シュレッダーの海外生産（タイ）も、順調に稼動してきた結果、コストパ

フォーマンスも徐々に改善され売上・利益に寄与するこことなりました。 

 このような結果売上高は、前年同期比53.9%増の95億3千1百万円となりました。 

 主要商品別の業績は次の通りです。 

（シュレッダー） 

 大型機は、前年同期比12.6%増の1億9千4百万円となりました。これは、大手販売先の設備投資が順調に推移したことと、法

改正にともない大量処理の需要がでてきた結果によるものであります。 

 シュレッダー部門の売上高の73.9%を占める中型機は前年同期比90.0%増の58億4千2百万円となりました。 

 「個人情報保護法」による影響から既存のお客様が、シュレッダーを従来置いておくから使用させるに変化したことで、更

新・買増し需要が促進されたことや、個人および小規模事業者においても同様に情報セキュリティに対する意識が一層高ま

り、売上増に結びつきました。 

 また、他社にない当社独自のデジタル技術（モーターの可変制御）によるシュレッダーの伸張が大きく、これらの顧客ニー

ズの方向性を示す結果となりました。 

 この結果、シュレッダー全体の売上高は、前年同期比86.5%増の79億1千1百万円となりました。 

（パウチ） 

 パウチにつきましては、依然海外から低品質商品が市場を席巻しており、市場の奪還に努めましたが、競合が激しく売上高

は、前年同期比8.8%減の5億9千1百万円となりました。 

（ボイスコール） 

 ボイスコールは、個人の名前を呼ばずに窓口対応できることから、「個人情報保護法」の関連機器として、注目されてまい

りました。今までの銀行・郵便局などを始めとした金融機関に限らず、病院・携帯電話ショップ等に市場はますます拡大して

います。今後大いに期待される商品ととらえ積極的に提案してまいります。売上高は、前年同期比27.4%増の4億1千万円となり

ました。 

  

 以上の結果、経常利益は、12億4千2百万円と前年同期比241.3%の増益となりました。 

 なお、当期より「固定資産の減損に係る会計基準」を適用したことに伴い、固定資産の減損額として、651百万円等を計上し

たため、中間純利益は2億8千万円（前年同期は中間純損失1億9千8百万円）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、たな卸資産の増加、売上債権の減少などにより、

前期末より11億6千4百万円増加し、(前年同期比299.8%の増)、当中間会計期間末には42億6千4百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は13億7千1百万円（前年同期比51.2%増）となりました。これは主に仕入債務の減少、売上債権

の減少、たな卸資産の増加等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、7千7百万円（前年同期は4億7百万円の使用）となりました。これは主に有形固定資産の売

却によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、2億8千4百万円（前年同期比36.7%減）となりました。これは主に配当金の支払いによるも

のであります。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産及び受注の実績 

 当社商品は、短納期のため、見込みによる生産委託方式をとっておりますので、該当事項はありません。 

  

(2）商品仕入実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  

品目別 
当中間会計期間

（自平成17年５月21日 
至平成17年11月20日） 

前年同期比（％） 

シュレッダー（千円） 5,729,397 240.2 

パウチ（千円） 410,649 91.1 

ボイスコール（千円） 229,050 136.7 

その他の商品（千円） 179,741 37.5 

合計（千円） 6,548,839 188.0 

品目別 
当中間会計期間

（自平成17年５月21日 
至平成17年11月20日） 

前年同期比（％） 

シュレッダー（千円） 7,911,724 186.5 

パウチ（千円） 591,513 91.2 

ボイスコール（千円） 410,779 127.4 

その他の商品（千円） 177,835 30.6 

その他（千円） 439,741 110.3 

合計（千円） 9,531,592 153.9 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

   商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成16年8月6日定時株主総会決議 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 38,000,000 

計 38,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成17年11月20日) 

提出日現在発行数（株）
(平成18年２月17日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 16,000,156 16,000,156 ジャスダック証券取引所 － 

計 16,000,156 16,000,156 － － 

  中間会計期間末現在 

（平成17年11月20日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年1月31日） 

新株予約権の数（個） 7,042 7,042 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 704,200 704,200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,070 同左 

新株予約権の行使期間 自 平成18年９月１日 

至 平成22年８月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,070  

資本組入額   535 

同左 

  

  

新株予約権の行使の条件 

新株予約権行使時において、当社の

取締役、監査役、従業員としての地

位を有していなければならない。た

だし、対象者が死亡した場合は、そ

の権利は消滅するものとする。 

  

  

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 質入その他一切の処分は認めないも

のとする。 

同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年5月21日～ 
平成17年11月20日 

― 16,000,156 ― 2,578,523 ― 2,812,559



(4）【大株主の状況】 

(注)自己株式 1,112千株については、上記から除いております。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注)「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 4,000株（議決権の数40個）含まれております。 

  

   平成17年11月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

   

髙木 英治 東京都世田谷区中町４－31－20 1,602 10.01 

髙木 禮二 東京都世田谷区中町４－38－６ 849 5.31 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 592 3.69 

髙木 昭子 東京都世田谷区中町４－38－６ 501 3.13 

ザ チェース マンハッタン バ
ンク エヌエイ ロンドン エス 
エル オムニバス アカウント 
（常任代理人㈱みずほコーポレー
ト銀行） 

WOOLGATE HOUSE COLEMAN STREET LONDON 
EC2P HD,ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

483 3.02 

明光共栄会 東京都千代田区五番町１－１ 468 2.92 

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 458 2.86 

㈱香川銀行 香川県高松市亀井町６－１ 375 2.34 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 361 2.26 

㈱京葉銀行 千葉県千葉市中央区富士見１－11－11 318 1.98 

計 － 6,011 37.57 

  平成17年11月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,112,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,751,900 147,519 － 

単元未満株式 普通株式  136,256 － － 

発行済株式総数 16,000,156 － － 

総株主の議決権 － 147,519 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  

    平成17年11月20日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社明光商会 
東京都千代田区
五番町１番地１ 

1,112,000 － 1,112,000 6.95 

計 － 1,112,000 － 1,112,000 6.95 

月別 平成17年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 1,768 1,765 1,740 1,999 2,055 2,500 

最低（円） 1,402 1,625 1,510 1,700 1,872 2,035 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年５月21日から平成16年11月20日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の

中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成16年５月21日 至平成16年11月20日）及び当中間会

計期間（自平成17年５月21日 至平成17年11月20日）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では、子会

社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準       0.0％ 

売上高基準      0.0％ 

利益基準       0.0％ 

利益剰余金基準   0.0％ 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年11月20日） 
当中間会計期間末
（平成17年11月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年５月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）     
  

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   4,047,309  3,574,885 3,110,730  

２ 受取手形 ※2 1,096,377  1,362,859 1,531,375  

３ 売掛金   3,380,174  4,077,591 4,355,331  

４ たな卸資産   781,230  1,824,237 849,525  

５ 繰延税金資産   206,269  146,124 148,397  

６ その他   134,819  974,051 197,307  

貸倒引当金   △9,522  △9,248 △10,596  

流動資産合計    9,636,659 44.3 11,950,501 49.7  10,182,072 45.2

Ⅱ 固定資産       

有形固定資産 ※1     

(1）建物   1,770,457  1,711,200 1,718,111  

(2）土地   7,747,902  7,233,441 7,747,902  

(3）その他   583,905  150,262 453,174  

有形固定資産合計    10,102,265 46.4 9,094,904 37.9  9,919,188 44.0

無形固定資産    15,554 0.1 10,626 0.0  14,972 0.1

投資その他の資産       

(1）投資有価証券   1,250,463  2,311,635 1,823,587  

(2）繰延税金資産   120,911  130,103 68,061  

(3）その他   652,719  545,108 545,039  

貸倒引当金   △27,535  △17,457 △27,000  

投資その他の資産
合計 

   1,996,557 9.2 2,969,390 12.4  2,409,687 10.7

固定資産合計    12,114,378 55.7 12,074,921 50.3  12,343,848 54.8

資産合計    21,751,037 100.0 24,025,423 100.0  22,525,921 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年11月20日） 
当中間会計期間末
（平成17年11月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年５月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形 ※2 2,732,122  5,127,435 3,579,037  

２ 買掛金   925,598  1,179,921 1,616,306  

３ 未払法人税等   23,154  513,131 413,166  

４ 賞与引当金   119,430  131,297 140,970  

５ その他 ※3 892,965  483,630 522,709  

流動負債合計    4,693,271 21.6 7,435,417 31.0  6,272,190 27.8

Ⅱ 固定負債       

１ 役員退職慰労引当
金 

  －  223,011 126,601  

２ その他   611,188  168,990 148,793  

固定負債合計    611,188 2.8 392,002 1.6  275,395 1.3

負債合計    5,304,459 24.4 7,827,419 32.6  6,547,585 29.1

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    2,578,523 11.9 2,578,523 10.7  2,578,523 11.4

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   2,812,559  2,812,559 2,812,559  

２ その他資本剰余金       

  自己株式処分差益   ―  187 119  

資本剰余金合計    2,812,559 12.9 2,812,746 11.7  2,812,678 12.5

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金   644,630  644,630 644,630  

２ 任意積立金   10,716,000  10,416,000 10,716,000  

３ 中間(当期)未処分
利益又は中間未処
理損失(△) 

  △120,800  436,809 191,681  

利益剰余金合計    11,239,830 51.7 11,497,440 47.9  11,552,312 51.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   51,796 0.2 494,054 2.0  210,524 0.9

Ⅴ 自己株式    △236,132 △1.1 △1,184,761 △4.9  △1,175,703 △5.2

資本合計    16,446,577 75.6 16,198,003 67.4  15,978,335 70.9

負債・資本合計    21,751,037 100.0 24,025,423 100.0  22,525,921 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    6,192,728 100.0 9,531,592 100.0  15,151,629 100.0

Ⅱ 売上原価    3,932,990 63.5 5,881,710 61.7  9,678,995 63.9

売上総利益    2,259,738 36.5 3,649,881 38.3  5,472,633 36.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   1,917,742 31.0 2,437,325 25.6  4,167,781 27.5

営業利益    341,996 5.5 1,212,555 12.7  1,304,852 8.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  30,886 0.5 34,253 0.4  47,211 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  8,808 0.1 4,076 0.1  13,938 0.1

経常利益    364,074 5.9 1,242,733 13.0  1,338,125 8.8

Ⅵ 特別利益 ※３  2,803 0.1 5,204 0.1  78,935 0.5

Ⅶ 特別損失 ※4.6  678,171 11.0 732,605 7.7  813,816 5.3

税引前中間(当期)
純利益（又は税引
前中間純損失） 

   △311,293 △5.0 515,331 5.4  603,243 4.0

法人税、住民税及
び事業税 

  7,504  488,961 397,133  

法人税等調整額   △120,591 △113,087 △1.8 △254,286 234,675 2.5 △118,765 278,367 1.9

中間(当期)純利益
又は中間純損失 

   △198,206 △3.2 280,656 2.9  324,875 2.1

前期繰越利益    77,405 156,152  77,405 

中間配当額    － －  210,600 

中間(当期)未処分
利益（又は中間未
処理損失） 

   △120,800 436,809  191,681 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間
  

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日）

当中間会計期間
  

（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．税引前中間(当期)純
利益(又は税引前中
間純損失) 

  △311,293 515,331 603,243 

２．減価償却費   61,608 54,303 122,531 

３．賞与引当金増加額
（△減少額） 

  49,150 △9,672 70,690 

４．貸倒引当金減少額   △9,745 △1,347 △9,206 

５．役員退職慰労引当金
増加額 

  - 96,410 126,601 

６．受取利息及び受取配
当金 

  △7,040 △10,347 △11,517 

７．支払利息   4,806 3,184 9,393 

８．固定資産除却損   - 711 28,696 

９．リース解約損   74,651 - 74,651 

10．役員退職慰労金   597,750 - 597,750 

11．減損損失   - 651,259 - 

12．役員賞与支払額   - △60,000 - 

13．売上債権減少額 
(△増加額) 

  △170,361 440,045 △1,562,260 

14．たな卸資産減少額
(△増加額) 

  166,388 △974,711 98,093 

15．仕入債務増加額   535,970 1,040,839 1,770,481 

16．未払消費税増加額
(△減少額) 

  △5,216 △38,458 43,221 

17．その他   44,110 59,533 △82,653 

小計   1,030,778 1,767,081 1,879,716 

18．利息及び配当金の受
取額 

  6,423 10,550 12,955 

19．利息の支払額   △4,806 △3,184 △9,393 

20. リース解約金の支払
額 

  △74,651 - △74,651 

21．役員退職慰労金支払
額 

  - - △497,750 

22．法人税等の支払額   △50,734 △403,361 △64,710 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  907,009 1,371,085 1,246,167 



  

  

  次へ 

    

前中間会計期間
  

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日）

当中間会計期間
  

（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．定期預金の解約によ
る収入 

  - - 10,000 

２．投資有価証券の取得
による支出 

  △303,690 △10,000 △609,690 

３．有形固定資産の取得
による支出 

  △424 - △424 

４．有形固定資産売却に
よる収入 

  - 151,409 - 

５．有形固定資産除却に
よる支出 

  - △28,219 △4,450 

６．貸付による支出   △29,920 △3,500 △30,723 

７．貸付金の回収による
収入 

  2,150 4,296 8,586 

８．その他の投資による
収支（純額） 

  △75,758 △36,405 103,375 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △407,643 77,581 △523,327 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．長期借入金による収
入 

  - - 200,000 

２．長期借入金の返済に
よる支出 

  - - △200,000 

３．自己株式売却による
収入 

  - 227 307 

４．自己株式の取得のた
めの支出 

  △202 △9,217 △939,962 

５．配当金の支払額   △208,003 △275,528 △418,603 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △208,205 △284,518 △1,358,258 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額(△減少額) 

  291,159 1,164,147 △635,418 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  3,736,149 3,100,730 3,736,149 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  4,027,309 4,264,878 3,100,730 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

・子会社株式及び関連会社株式 ・子会社株式及び関連会社株式 ・子会社株式及び関連会社株式 

  ……移動平均法による原価法 ……同左 ……同左 

  ・その他有価証券 ・その他有価証券 ・その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  ……中間決算日前１カ月の市

場価格等の平均に基づく

時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算出しておりま

す。） 

……同左 

  

  

  

  

  

  

……決算日前１カ月の市場価

格等の平均に基づく時価

法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算出しております。） 

  

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  ……移動平均法による原価法 ……同左 ……同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  ・商品……移動平均法による原

価法 

同左 同左 

  ・材料……最終仕入原価法     

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

……定率法 

ただし平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を

除く。）については定額法を

採用しております。なお主な

耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

……定率法 

ただし平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を

除く。）については定額法を

採用しております。なお主な

耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

……定率法 

ただし平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を

除く。）については定額法を

採用しております。なお主な

耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

  
  
建物 ８年～50年

その他 ２年～31年

建物 ８年～50年

その他 ２年～20年

建物 ７年～50年

その他 ２年～20年

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  ……定額法 同左 同左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  ……定額法 同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸

念債権等の特定の債権につい

ては個別に債権の回収可能性

を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  下期の賞与支給見込額のうち

上期に帰属する部分を見積計

上しております。 

同左 翌期の賞与支給見込額のうち

当期に帰属する部分を見積計

上しております。 



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

  (3）────── (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に充

てるため、役員退職慰労金の

支給に関する内規に基づく当

中間期末要支給額を計上して

おります。また、過年度相当

額は、退任役員分を除き、前

期より2年間にわたり均等額

を特別損失に計上することと

しております。 

役員の退職慰労金の支給に充

てるため、役員退職慰労金の

支給に関する内規に基づく当

期末要支給額を計上しており

ます。また、過年度相当額

は、退任役員分を除き、当期

より2年間にわたり均等額を

特別損失に計上することとし

ております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期

的な投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

同左 

  

同左 

  

      



会計処理の変更 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

────── ────── （役員退職慰労引当金） 

    従来、役員退職慰労金は、支出時の

費用として計上しておりましたが、当

事業年度より、内規に基づく期末要支

給額を役員退職慰労引当金として計上

する方法に変更いたしました。 

 この変更は、当事業年度に役員退職

慰労引当金の支給に関する内規の整備

を行ったこと、また、役員退職慰労引

当金の計上が会計慣行として定着しつ

つあることを踏まえ、役員の在任期間

にわたって費用配分することにより、

財務内容の健全化及び期間損益のより

適正化を計るために行うものでありま

す。 

 この変更により当事業年度負担額

33,050千円は、販売費及び一般管理費

に計上し、過年度相当額174,186千円

は既に退任済みの役員分を除き、2年

間で均等額を引当計上することとし、

特別損失として93,551千円計上してお

ります。 

これにより、従来と同一基準によった

場合と比較して、経常利益は33,050千

円、税引前当期純利益は126,601千円

それぞれ少なく計上しております。 

なお、役員退職慰労金内規の整備を下

期に行ったため、当中間期は従来の方

法によっております。従って、当中間

期は変更後の方法によった場合に比

べ、経常利益は、16,525千円多く、税

引前中間純損失は103,618千円少なく

計上されております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

   当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平成

15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより税引前中間純利益は

651,259千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

────── （役員退職慰労引当金） ────── 

  従来、役員退職慰労金は、支出時

の費用として計上しておりました

が、前事業年度の下期より、内規に

基づく期末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更い

たしました。 

 従って、当中間会計期間と同一の

方法によった場合に比べ、前中間会

計期間の営業利益及び経常利益は

16,525千円多く、税引前中間純損失

は103,618千円少なく計上されており

ます。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間会計期間末
（平成17年11月20日） 

前事業年度末 
（平成17年５月20日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

2,626,550千円 2,571,420千円 2,545,130千円 

※２．中間期末日満期手形 ※２．中間期末日満期手形 ※２．  ────── 

中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、

当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次

の中間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれておりま

す。 

受取手形    93,518千円 

支払手形   583,773千円 

中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、

当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次

の中間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれておりま

す。 

受取手形   227,370 千円 

支払手形  1,116,656,千円 

  

※３．消費税等の表示方法 ※３．消費税等の表示方法 ※３．  ────── 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

同    左 

  

  

４．当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と

貸出コミットメント契約を締

結しております。これらの契

約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

４．当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と

貸出コミットメント契約を締

結しております。これらの契

約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

４．当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と

貸出コミットメント契約を締

結しております。これらの契

約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりで

あります。 
  

貸出コミットメントの総額 

  5,000,000千円

借入実行残高 ─

差引額 5,000,000千円

  
貸出コミットメントの総額 

  5,000,000千円

借入実行残高 ─

差引額 5,000,000千円

貸出コミットメントの総額 

  5,000,000千円 

借入実行残高 ─ 

差引額 5,000,000千円 



（中間損益計算書関係） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの 
  

項目 金額（千円） 

受取利息 680 

受取配当金 6,360 

不動産賃貸料 7,317 

受取保険金 2,026 
  

項目 金額（千円）

受取利息 1,834

受取配当金 8,513

不動産賃貸料 7,317

 

項目 金額（千円） 

受取利息 1,137 

受取配当金 10,380 

不動産賃貸料 14,635 

受取保険金 2,026 

※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの 
  

項目 金額（千円） 

支払利息 4,806 

項目 金額（千円）

支払利息 3,184

項目 金額（千円） 

支払利息 9,393 

※３．特別利益のうち重要なもの ※３．特別利益のうち重要なもの ※３．特別利益のうち重要なもの 
  

  

項目 金額（千円） 

貸倒引当金戻入
益 

2,436 

項目 金額（千円）

貸倒引当金戻入
益 

1,348
  

保険転換益 1,203

保険解約返戻金 2,652

 

  

項目 金額（千円） 

保険転換益 28,282 

保険解約返戻金 49,993 

※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの 
  

  

項目 金額（千円） 

役員退職慰労金 597,750 

リース解約損 74,651 

    

項目 金額（千円）

減損損失 651,259

過年度役員退職
慰労引当金繰入
額 

80,635

 

項目 金額（千円） 

役員退職慰労金 597,750 

リース解約損 74,651 

過年度役員退職
慰労引当金繰入
額 

93,551 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
  

項目 金額（千円） 

有形固定資産 59,565 

無形固定資産 582   

項目 金額（千円）

有形固定資産 53,468

  

 

項目 金額（千円） 

有形固定資産 118,689 

無形固定資産 1,164 



  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

  ※６．減損損失   

   当中間会計期間において当社は以

下の資産グループについて減損損失

を計上しました。 

  

 場所 用途 種類
減損損失
（千円）

静岡県
伊東市 

遊休
資産 

土地 11,019

静岡県
熱海市 

遊休
資産 

土地等 70,776

静岡県
東伊豆
町稲取 

遊休
資産 

土地等 449,539

東京都
千代田
区 

遊休
資産 

美術品 119,924

 

 当社は、各資産を事業の関連性によ

りグルーピングしております。ただ

し、賃貸不動産ならびに将来の使用

が見込まれていない遊休資産等は、

独立してキャッシュ・フローを生み

出す最小の単位として捉え個別にグ

ルーピングしております。 

グルーピングの単位である各事業資

産において、遊休資産については、

市場価格や相場が帳簿価額に対して

下落しているものにつき、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、減損損

失を計上しております。回収可能価

額は正味売却価額により測定してお

り、不動産評価鑑定またはそれに準

じる方法により評価しております。 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲載されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲載されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲載されている科目の

金額との関係 

（平成16年11月20日現在） （平成17年11月20日現在） （平成17年５月20日現在） 
  

  

現金及び預金勘定 4,047,309千円

預入が３ヶ月を超
える定期預金 

△  20,000千円

現金及び現金同等
物 

4,027,309千円

 
現金及び預金勘定 3,574,885千円

流動資産その他に含ま

れる売戻し条件付現先

699,993千円

預入が３ヶ月を超
える定期預金 

△  10,000千円

現金及び現金同等
物 

4,264,878千円

  

現金及び預金勘定 3,110,730千円

預入が３ヶ月を超
える定期預金 

△  10,000千円

現金及び現金同等
物 

3,100,730千円



（リース取引関係） 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

・リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
 

  

  

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他 
(車両運
搬具) 

24,282 17,286 6,996 

その他 
(工具器
具備品) 

97,236 47,481 49,754 

合計 121,518 64,767 56,750 

  

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他
(車両運
搬具) 

11,116 2,641 8,475

その他
(工具器
具備品) 

182,802 45,537 137,264

合計 193,918 48,178 145,740

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円)

その他
(車両
運搬
具) 

23,886 17,682 6,204

その他
(工具
器具備
品) 

188,646 153,407 35,238

合計 212,532 171,089 41,442

  （注）取得価額相当額は未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

同    左 （注）取得価額相当額は未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
  

  千円

１年内 49,214

１年超 52,429

合計 101,643

 
  千円

１年内 49,534

１年超 131,865

合計 181,399

  千円

１年内 38,081

１年超 37,310

合計 75,391

  （注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

また、転貸リースにかかるリ

ース料相当額が含まれており

ます。 

    同    左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

また、転貸リースにかかるリ

ース料相当額が含まれており

ます。 

  ３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

  
  

  千円

支払リース料 17,565

減価償却費相当額 17,565

 
  千円

支払リース料 19,446

減価償却費相当額 19,446

  千円

支払リース料 34,396

減価償却費相当額 34,396

  ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同    左 同    左 

    （減損損失について）   

    リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

・リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

（貸主側） 

１．未経過リース料中間期末残高相

当額 

１．未経過リース料中間期末残高相

当額 

１．未経過リース料期末残高相当額 

  
  千円

１年内 20,715

１年超 25,796

合計 46,511

 
  千円

１年内 13,852

１年超 24,092

合計 37,945

  千円

１年内 14,422

１年超 22,409

合計 36,832

  （注） （注） （注） 

  

(1）未経過リース料中間期末残高

相当額及び見積残存価額の残

高の合計額は、営業債権の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法に

より算定しております。 

(1） 同    左 (1）未経過リース料期末残高相当

額及び見積残存価額の残高の

合計額は、営業債権の期末残

高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算

定しております。 

  (2）上記は、すべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過リー

ス料中間期末残高相当額であ

ります。なお、当該転貸リー

ス取引はおおむね同一の条件

で第三者にリースしているの

で、ほぼ同額の残高が借主側

の未経過リース料中間期末残

高相当額に含まれておりま

す。 

(2） 同    左 (2）上記は、すべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過リー

ス料期末残高相当額でありま

す。なお、当該転貸リース取

引はおおむね同一の条件で第

三者にリースしているので、

ほぼ同額の残高が借主側の未

経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末）（平成16年11月20日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（当中間会計期間末）（平成17年11月20日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

前中間会計期間末（平成16年11月20日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 699,196 811,776 112,579 

(2）債券 － － － 

(3）その他 267,150 241,902 △ 25,248 

合計 966,346 1,053,678 87,331 

  
前中間会計期間末（平成16年11月20日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 170,785 

  

当中間会計期間末（平成17年11月20日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 699,196 1,496,128 796,931 

(2）債券 － － － 

(3）その他 266,650 302,722 36,072 

合計 965,846 1,798,850 833,003 

  
当中間会計期間末（平成17年11月20日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 480,785 



（前事業年度末）（平成17年５月20日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  

（当中間会計期間） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  

（前事業年度） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  

  

前事業年度末（平成17年５月20日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 699,196 1,072,090 372,894 

(2）債券 － － － 

(3）その他 266,650 248,711 △17,939 

合計 965,846 1,320,802 354,954 

  
前事業年度末（平成17年５月20日） 

貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 470,785 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

  

１株当たり純資産額 1,054.27円

１株当たり中間純損失 12.71円

  

１株当たり純資産額 1,087.98円

１株当たり中間純利益 18.85円

１株当たり純資産額 1,068.81円 

１株当たり当期純利益 17.15円 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当り

中間純損失のため記載しておりませ

ん。 

  

潜在株式調整後1株当た

り当期純利益金額 18.67円

  

潜在株式調整後1株当た

り当期純利益金額 17.09円 

当社は平成16年11月19日付で株式１

株につき1.5の株式分割を行ってお

ります。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情

報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 

  当社は平成16年11月19日付で株式１

株につき1.5の株式分割を行ってお

ります。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情

報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

1,083.22円 1,078.35円

１株当たり中間
純利益金額 

１株当たり純利
益金額 

9.90円 15.75円

  

  

  

１株当たり純資産額 1,078.35円 

１株当たり当期純利益 15.75円 

  
前中間会計期間

(自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日)

前事業年度 
(自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日)

１株当たり中間（当期）純利益金額     

中間（当期）純利益又は中間純損失
（△）（千円） 

△198,206 280,656 324,875 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 60,000 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は
中間純損失（△）（千円） 

△198,206 280,656 264,875 

期中平均株式数（千株） 15,600 14,890 15,444 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） － 140 46 

(うち自己株式取得方式によるストックオプショ

ン) 
－ 140 46 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新

株予約権の数7,500

個） 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

－ － 



（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

  



(2）【その他】 

 平成18年１月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額………………   267,986千円 

(ロ)１株当たりの金額……………………………    18円00銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成18年２月１日 

 （注） 平成17年11月20日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)臨時報告書 

   平成17年9月16日関東財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

  

(2)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第46期）（自 平成16年５月21日 至 平成17年５月20日）平成17年８月18日関東財務局長に提出。 

  

(3)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年５月１日 至平成17年５月31日）平成17年６月７日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年６月１日 至平成17年６月30日）平成17年７月５日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年７月１日 至平成17年７月31日）平成17年８月１日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年８月１日 至平成17年８月31日）平成17年９月１日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

      平成１７年２月４日

株式会社明光商会       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 欽哉   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 井上 隆司   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社明光商会の平成１６年５月２１日から平成１７年５月２０日までの第４６期事業年度の中間会計期間（平成

１６年５月２１日から平成１６年１１月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社明光商会の平成１６年１１月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１６年５月２１日から平成１６年１１月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

      平成１８年２月６日

株式会社明光商会       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 欽哉   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 遠藤 康彦   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社明光商会の平成１７年５月２１日から平成１８年５月２０日までの第４７期事業年度の中間会計期間（平成

１７年５月２１日から平成１７年１１月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社明光商会の平成１７年１１月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１７年５月２１日から平成１７年１１月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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